
事業番号 6
　　　　　　　　　　　　平成２５年人事院行政事業レビューシート

事業名 国家公務員の職務に係る倫理の保持 担当部局 倫理審査会事務局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成１２年度 担当課室 倫理審査会事務局 首席参事官　磯野宏志

根拠法令等
（具体的な

条項も記載）
国家公務員法第３条の２、国家公務員倫理法第１１条

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

職員の職務執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、公務に対する国民の信頼を確保する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①倫理制度の施策決定に資するものとして、有識者会議、有識者モニター調査、各種アンケート調査、②倫理制度の円滑な運用を確保す
る施策として、贈与等報告書等の審査（電算処理）、倫理法違反に関する調査、倫理事務担当者会議等の開催、③倫理意識の浸透措置と
して、各種研修教材の作成、倫理教本の配布、公務員セミナー等の開催、民間企業等に対する公務員倫理の周知・啓発、倫理週間の取組
み等の施策を実施している。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 17 16 16 14 13

補正予算 0 0 -1

繰越し等 0 0 0

計 17 16 15 14 13

執行額 12 13 10

執行率（％） 70.60% 81.30% 66.70%

成果目標及び成
果実績

成果指標 単位 22年度 23年度 24年度
目標値

（　　年度）

成 実績 件果実績
（アウトカム）

％

処分等件数

成果実績 件 21 16 16

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

公務員倫理セミナー参加者数

活動実績

（当初見込
み）

人
340 273 311 ―

(                   ) (                   ) (                )

倫理制度説明会参加者数 人
659 585 585 ―

(                   ) (                   ) (                )

各府省実施倫理研修受講者数 千人
309 261 ―

(                   ) (                   ) (                )

調査開始事案件数 件
24 14 20 ―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 1 1

職員旅費 2

情報処理業務庁費 2 2

2

講師等旅費 0.2 0.2

証人等旅費 0.04 0.04

研修教材の電子媒体化や会議報告書の部内印刷化により、印刷製本費等の削減を
図ったことによるもの。

計 14 13

庁費 9 8



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 － 職務執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くよう
な行為の防止を図り、公務に対する国民の信頼を確保
することを目的として国家公務員倫理法が施行され、国
家公務員倫理審査会が所掌する業務を行っているもの
である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 －

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図るために
必要な施策について限定し、事業を行っているが、その
支出先の選定は、一般競争入札等、適正なものとなって
いる。
　倫理法違反に関する調査については、倫理審査会が
各府省と共同で調査に当たる必要性のある組織的な事
案等が発生しなかったため、調査に関する予算の執行
は低いものとなっている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

単位当たりコストの水準は妥当か。 －

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） △

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○ ケーススタディ用ＤＶＤ等の研修教材等を作成・配付し、
各府省等における定期的・計画的な倫理研修の実施を
支援。また、倫理教本は、新規採用職員等に配付し、常
に手元に置き見直すことが出来るようにし、職員の倫理
意識を涵養する。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

点
検
結
果

公務に対する国民の信頼を確保するため、倫理の保持を図るための研修・啓発活動である倫理制度説明会、倫理セミナー等の受講者アンケート、各種
アンケート調査結果等を基に適切な施策を引き続き行っていく必要がある。それらの施策のうち、各府省が実施する研修・啓発活動を支援するための研
修教材や、各府省との具体的な連絡調整、指示の徹底を図るための会議資料等については部内印刷化や電子媒体化を行うなどし、倫理制度説明会の
会場借料については、実施場所等を検討するなどして、削減に努めたい。

外部有識者の所見

行政事業レビュー・調達改善推進チームの所見

国家公務員倫理審査会に必要な経費は、倫理法違反に関する調査の件数の突発的な増加等に備え、予算額にある程度の余裕は必要であるが、比較的執行
率が低い状況が続いている実態を踏まえ、不用な経費の削減を図るとともに、より効率的な予算執行に努める必要がある。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

○　公務に対する信頼を確保するため、倫理の保持に関する事項の調査・研究、倫理保持のための研修の総合的企画・調整など、適切な施策を引き続き行っ
ていく必要がある。
○　それらの施策のうち、印刷製本費の予算と執行の乖離により不用額が生じていることから、各府省が実施する研修・啓発活動を支援するための研修教材
の電子媒体化、各府省との具体的な連絡調整、指示の徹底を図るための会議報告書等について部内印刷に改め、また、研修会場の借料について会場の見
直しを行い、要求額を減額する。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

人事院

１０百万

Ａ．敷島印刷（株）ほか ３百万

Ｂ．（株）エンターオンほか ４百万

Ｃ．リコーリース（株）ほか １百万

Ｄ．個人 0.6百万

Ｅ．事務費 ２百万

（倫理意識の浸透措置に係る国家公務員倫理教本印刷製

本費等）

（倫理意識の浸透措置に係るケーススタディ教材製作費等）

（倫理制度の運用に係る電子計算機器等の借入れ料等）

（倫理制度の施策決定に係る有識者モニター謝金等）

（倫理制度の施策決定及び倫理意識の浸透措置のに係る

消耗品費、会議費、旅費及び非常勤賃金）

【随意契約】

【一般競争契約・随意契約】

【一般競争契約・随意契約】

【諸謝金】

補足する）
（単位：百万

円）

人事院

１０百万

Ａ．敷島印刷（株）ほか ３百万

Ｂ．（株）エンターオンほか ４百万

Ｃ．リコーリース（株）ほか １百万

Ｄ．個人 0.6百万

Ｅ．事務費 ２百万

（倫理意識の浸透措置に係る国家公務員倫理教本印刷製

本費等）

（倫理意識の浸透措置に係るケーススタディ教材製作費等）

（倫理制度の運用に係る電子計算機器等の借入れ料等）

（倫理制度の施策決定に係る有識者モニター謝金等）

（倫理制度の施策決定及び倫理意識の浸透措置のに係る

消耗品費、会議費、旅費及び非常勤賃金）

【随意契約】

【一般競争契約・随意契約】

【一般競争契約・随意契約】

【諸謝金】

地方事務局（９）

０．０１百万

【本院から予算配分】

Ｆ．福交運輸事業（協） ０．００４百万

Ｇ．佐川急便（株） ０．００２百万

Ｈ．事務費 ０．００４百万

【随意契約】

【随意契約】

（倫理制度の施策決定に係る有識者会議タクシー借上げ

料）

（倫理制度の施策決定に係る有識者会議資料運搬料）

（倫理制度の施策決定に係る有識者会議消耗品費）



借損 算

C.リコーリース（株） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 0

雑役務費 ケーススタディ教材製作費等 2

B.（株）エンターオン F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 金　額
(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

借損 電子計算機器等借入れ料等 1



支出先上位１０者リスト
A.

B.

公務員倫理に関するアンケート（市民モニター）調査代

落札率

10

8 （株）櫻井印刷所 アンケート調査返信用封筒印刷代 0.02 随意契約

9

7 東洋印刷（株） 封筒（角２）印刷代 0.1 随意契約

6 （株）キタジマ 国家公務員の倫理保持のためのルール印刷代 0.1 随意契約

5 （株）内浦 企業へのアンケート調査等印刷代 0.1 随意契約

4 (株）エス・ワイ企画印刷 国家公務員倫理法・倫理規程に係る通知文書一式印刷代 0.2 随意契約

3 浦商印刷 国民の皆様の８つの疑問にお答えします印刷代 0.4 随意契約

2 (株）エムア 公務員倫理ホットライン等の実施に係るポスターほか印刷代 0.7 随意契約

1 敷島印刷（株） 国家公務員倫理教本印刷代 0.9 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

5 （株）ティム・プラニング

3

1 （株）エンターオン

2 楽天リサーチ（株）

4

支　出　先

ケーススタディ用研修教材作成代

7 （株）天賞堂 賞状全文筆耕代

会議録テープ反訳料

（株）自己啓発協会 課長補佐級職員用自習教材の焼き付け等業務料

データ入力業務料

10

2

（株）メトロアドエージェンシー 平成２４年度国家公務員倫理週間ポスター掲示料

9

4

随意契約

随意契約

0.02

6

8

0.4

（株）会議録研究所

0.02

0.1

0.2 随意契約

随意契約

0.5

0.2 随意契約

随意契約

C

D

落札率

1 リコーリース（株） 倫理法に基づく報告書等の管理等使用する電子計算機器等の借入及び保守費 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 （財）星陵会 公務員倫理に関する講演会会場使用料等 0.2 随意契約

3 ハイアット・リージェンシー・福岡公務員倫理に関する懇談会（福岡市）会場使用料等 0.2 随意契約

4 社会福祉法人仙台市社会福祉協議会 公務員倫理に関するセミナー（仙台市）会場使用料等 0.02 随意契約

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）謝金等 0.02 諸謝金

2 個人Ｂ 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）謝金等 0.02 諸謝金

3 個人Ｃ 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）謝金等 0.02 諸謝金

4 個人Ｄ 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）謝金等 0.02 諸謝金

5 個人Ｅ 公務員倫理に関する懇談会（東京都）謝金等 0.02 諸謝金

6 個人Ｆ 公務員倫理に関する懇談会（東京都）謝金等 0.02 諸謝金

7 個人Ｇ 公務員倫理に関する懇談会（東京都）謝金等 0.02 諸謝金

8 個人Ｈ 公務員倫理に関する懇談会（東京都）謝金等 0.02 諸謝金

9 個人Ｉ 公務員倫理に関する講演会謝金等 0.02 諸謝金

10 個人Ｊ 公務員倫理に関するセミナー（仙台市）謝金等 0.01 諸謝金



Ｆ.

Ｇ.

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 福交運輸事業（協） 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）タクシー借上料 0.004 随意契約

支　出　先 業　務　概　要

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 佐川急便（株） 公務員倫理に関する懇談会（福岡市）資料運搬料 0.002 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10


